地域密着型通所介護の人員，設備，運営基準について
１　基準の根拠
（１）　指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準
（平成18年厚生労働省令第34号）
（２）　石岡市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準を定める条例
　　　　（平成25年条例第15号）
２　地域密着型通所介護の人員基準・設備基準について（概要）
	人　　　員
	管理者
	常勤・専従の者を配置。ただし，業務に支障がない限り，他の職務や同一敷地内の他の事業所等の職務に従事することができる

	
	従　　業　　者
	生活相談員
	提供日ごとに，（生活相談員のサービス提供時間内の勤務時間の合計数）÷（サービスを提供している時間帯の時間数）が１以上確保されているために必要となる数

	
	
	看護職員
	サービス提供の単位ごとに１以上確保されるために必要となる数

	
	
	介護職員
	サービス提供単位ごとに，（介護職員のサービス提供時間内の勤務時間の合計数）÷（サービスを提供している時間数）が，利用者数が１５人までの場合は１以上，１５人を超える場合は１５人を超える部分の数を５で除して得た数に１を加えた数以上確保されているために必要となる数

	
	
	機能訓練指導員
	１以上

	
	
	その他
	●利用定員が１０人以下の場合は，サービス提供単位ごとに，（看護職員及び介護職員のサービス提供時間内の勤務時間の合計数）÷（サービスを提供している時間数）が，１以上確保されているために必要となる数
●生活相談員又は介護職員のうち，１人以上常勤職員を配置

	設　備　等
	食堂，機能訓練室，静養室，相談室，事務室，消火設備その他の非常災害に際して必要な設備，サービス提供に必要な設備と備品等を備える
	食堂，機能訓練室
	それぞれ必要な広さがあり，合計面積は３㎡に利用定員を乗じて得た面積以上
（同一の場所とすることが可能）

	
	
	相談室
	遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配慮する


３　地域密着型通所介護の運営基準について（概要）
	心身の状況等の把握
	サービス担当者会議等を通じて，利用者の心身の状況，環境，他の保健医療サービス及び福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない

	利用料等の受領
	●法定代理受領サービスに該当するサービスを提供した際には，その利用者から利用料の一部として，サービス費用基準額から事業者に支払われる地域密着型通所介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受ける
●法定代理受領サービスに該当しないサービスを提供した際の利用料の額とサービス費用基準額との間に，不合理な差額が生じないようにする
●通常の事業の実施地域以外に送迎する費用，通常の時間を超えるサービス，食事の費用，おむつ代，日常生活費の支払を受けられる

	地域密着型通所介護計画の作成
	●管理者は，利用者の心身の状況，希望及び環境を踏まえ，機能訓練等の目標，当該目標を達成するための具体的なサービス内容等を記載した地域密着型通所介護計画を作成しなければならない
●既に居宅サービス計画が作成されている場合は，当該計画に沿って作成しなければならない
●管理者は，計画の作成に当たっては，その内容について利用者又はその家族に対して説明し，同意を得たうえで，利用者に計画を交付しなければならない
●計画に従ったサービスの実施状況及び目標の達成状況を記録する

	管理者の責務
	管理者は，事業所の従業者や業務の管理等を一元的に行い，規定を遵守させるため必要な指揮命令を行う

	運営規程
	事業の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならない
①事業の目的及び運営の方針
②従業者の職種，員数及び職務の内容
③営業日及び営業時間
④利用定員
⑤サービスの内容及び利用料その他の費用の額
⑥通常の事業の実施地域
⑦サービス利用に当たっての留意事項
⑧緊急時等における対応方法
⑨非常災害対策
⑩その他運営に関する重要事項

	勤務体制の確保等
	適切なサービスを提供できるよう，従業者の勤務の体制を定め，従業者の資質の向上のために，その研修の機会を確保しなければならない

	定員の遵守
	利用定員を超えてサービス提供を行ってはならない
（災害等やむを得ない事情がある場合を除く）

	非常災害対策
	非常災害に対する具体的計画を立て，非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し，定期的に従業者に周知するとともに，定期的に避難，救出等の訓練を行う

	衛生管理等
	●利用者の使用する施設，食器その他の設備，飲用水について，衛生的な管理に努め，又は衛生上必要な措置を講じなければならない
●感染症の発生及びまん延を防ぐために必要な措置を講ずるよう努めなければならない

	地域との連携等
	●サービスの提供に当たっては，利用者，利用者の家族，地域住民の代表者，市職員又は地域包括支援センター職員，サービスについて知見を有する者等により構成される協議会（運営推進会議）を設置し，おおむね６か月に１回以上，運営推進会議に対し活動状況を報告し，運営推進会議による評価を受けるとともに，運営推進会議から必要な要望，助言等を聴く機会を設けなければならない
●運営推進会議に関する報告，評価，要望，助言等についての記録を作成し，公表しなければならない
●事業の運営に当たっては，地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなければならない
●提供したサービスに関する利用者からの苦情に関して，市等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事業に協力するよう努めなければならない
●事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対してサービスを提供する場合には，当該建物に居住する利用者以外の者に対してもサービスの提供を行うよう努めなければならない

	事故発生時の対応
	●サービス提供により事故が発生した場合には，市町村，当該利用者の家族，居宅介護支援事業者等への連絡を行う等必要な措置を講じ，事故の状況や事故に際して採った処置を記録し，賠償すべき事故の場合には，損害賠償を速やかに行わなければならない
●地域密着型通所介護以外のサービス（いわゆる「宿泊サービス」）の提供により事故が発生した場合にも，同様の措置を講じなければならない

	記録の整備
	●従業者，設備，備品及び会計に関する諸記録を整備しなければならない
●利用者に対するサービス提供に関する記録を整備し，当該年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない

	内容・手続きの説明と同意
	あらかじめ利用申込者又は家族に，運営規定の概要等サービス選択に関係する重要事項を文書で説明，同意を得て提供を開始する

	提供拒否の禁止
	正当な理由なくサービスの提供を拒んではならない

	サービス提供困難時の対応
	事業実施地域等の関係で適切な提供が困難な場合，居宅介護支援事業所に連絡，他事業所の紹介等を行う

	利用者の受給資格等の確認
	被保険者証により，認定の有無や有効期間を確認のうえ，認定審査会意見があるときには，それに配慮して提供する

	要介護認定等の申請の援助
	認定申請を行っていない利用申込者（必要な場合の更新認定の申請）を援助する

	居宅介護支援事業者等との連携
	居宅介護支援事業者や保健医療，福祉サービス提供者と連携し，サービス提供終了時には情報を提供する

	法定代理受領サービスを受ける援助
	現物給付化の要件を満たしていない利用申込者・家族に手続等を説明し，援助する

	居宅サービス計画に沿った提供
	居宅サービス計画を作成している利用者に，計画に沿ったサービスを提供する。

	居宅サービス計画等の変更の援助
	利用者がサービス計画変更を希望する場合は，居宅介護支援事業者への連絡等の必要な援助を行う

	サービス提供の記録
	提供日，内容や代理受領額等をサービス計画記載の書面等に記載し，利用者から申出があれば利用者にその情報を提供する

	保険給付の請求のための証明書の交付
	現物支給とならない利用料の支払を受けた場合，内容，費用等を記載したサービス提供証明書を利用者に交付する

	利用者に関する市への通知
	利用者が正当な理由なく指示に従わず要介護状態等の程度を悪化させたときや不正な受給があるとき等は，意見を付け市に通知する

	掲示
	見やすい場所に，運営規程の概要など利用申込者のサービス選択に関係する重要事項を掲示する

	秘密保持等
	●サービス従業者（であった者）は，正当な理由なくその業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない
●事業者は，正当な理由がなく秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講じる
●サービス担当者会議等で利用者等の個人情報を用いる場合は，利用者等の同意をあらかじめ文書により得ておく

	広告
	広告する場合，その内容が虚偽又は誇大なものとしてはならない

	居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止
	居宅介護支援事業者又はその従業者に対し，利用者に特定の事業所によるサービスを利用させることの対償として，金品その他の財産上の利益を供与してはならない

	苦情処理
	●利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために，苦情を受け付ける窓口を設置する等必要な措置を講じなければならない
●苦情を受け付けた場合は，当該苦情の内容等を記録しなければならない
●市からの文書等の物件の提出・提示の求めや質問・照会に応じ，市や国保連合会が行う調査に協力するとともに，市や国保連合会から指導又は助言を受けた場合は，必要な改善を行わなければならない
●市や国保連合会から求めがあった場合は，その改善内容を報告しなければならない

	会計の区分
	事業所ごとに経理を区分するとともに，各介護サービスの事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならない

	緊急時等の対応
	サービス提供時に利用者の病状が急変した場合等必要な場合は，速やかに主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない
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